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発表概要

人口減少、少子高齢化、産業の海外シフト、都市インフラ等の劣化による維持管理更新費
用の増加など、「都市・地域の縮退」傾向なりつつある今日、都市経営目標としての持続可能
性の向上は極めて重要なテーマである。当部会では、都市・地域の持続可能性の向上に必要
な要件を明らかにすること、即ち、これからの都市・地域に求められる「地域の価値」を検討する
こと、そしてそのための公共ＦＭ戦略が貢献できることを明らかにして、公共ＦＭ戦略の方向性
を提示することを目標に研究活動を行っており、その成果を報告する。
１．厳しい地域事情の中で「地域再生」に取り組む事例研究とその持続可能性の検討：
①岩手県南三陸町：震災復興と地域再生への取組み事例
②北海道夕張市：財政破綻した地域の財政再建と地域再生への取り組み事例
③福島県会津若松市：スマートシティの推進を目標に、ＩＣＴ／データ活用を軸にした産
業・教育・社会の活性化による地域再生への取り組み事例

２．都市・地域の活性化（持続可能性）に関する文献や活動の検討（専門家知見）：
①「地方都市における自律性に依拠した市街地整備に関する一連の研究」（福井大学
野嶋慎二教授：2017年度建築学会論文賞）：まちの再生メカニズムの解明

②エリアマネジメントの可能性（法政大学 保井美樹教授）：街のアセット（私有財産、
公有財産、公共物）をうまく使う必要性と実施体制の重要性

３．これからの公共FM戦略の方向性：
今後の地域構造を整備する都市計画と住民主体の「まちづくり」に公的アセット（公共施
設を含めた都市施設全体）を連携させて暮らしやすさと魅力づくりを推進する支援機能
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持続可能性

• 持続可能性（じぞくかのうせい、英: sustainability）
とは、一般的には、システムやプロセスが持続できることを
いうが、環境学的には、生物的なシステムがその多様性
と生産性を期限なく継続できる能力のことを指し、さらに、
組織原理としては、持続可能な発展を意味する。経済
や社会など人間活動全般に用いられるが、特に環境問
題やエネルギー問題について使用される。（wikipedia）

• 都市・地域の持続可能性
ある都市・地域において、人口がある程度維持され
つつ地域の経済・社会・文化・環境が継続される
状況とします。

• 【仮説】持続可能性の検討に関する主要項目
‐地域経済基盤
‐暮らし易さ（社会・教育保育・医療・文化等）
‐地域環境（自然環境）の魅力と価値
‐住民意識と活動
⇒結果として、人口減少の抑制

経済

環境 暮らし
住民
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1. 事例研究

・宮城県南三陸町・・・・・・震災復興と持続可能性
・北海道夕張市・・・・・・・・財政再建と持続可能性
・福島県会津若松市・・・・スマートシティと持続可能性
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1-1事例研究：南三陸町
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1-1 被災自治体の状況
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1-1 南三陸町の浸水域

内閣府ＨＰ

「東日本大震災津波浸水
範囲現況図」
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1-1 復興のスケール
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1-1 復興事業に関する制度

制度名 防災集団移
転促進事業

土地区画整理
事業（都市計
画事業）

津波復興拠
点整備事業
（都市計画
事業）

災害公営住
宅整備事業

拠点連絡道
路・高台避
難道路

漁港・防潮
堤・河川堤
防

制度概要 一般に高台
移転に適用し、
移転元地
（低地）から
移転先地
（高台）へ
の移転という
考え方が基
本。浸水危
険区域（防
集元）の設
定が必要

一般の市街地
整備に適用す
る手法で、原
位置での計画
が原則。嵩上
げ地域に適用
できるが原位置
が不明確な場
合は調査に時
間がかかる。

従来の津波防
災地域づくりに
関する法律を
応用し、今次
震災を受けて
制定された支
援制度だが、
適用条件に制
限がある。

公営住宅法
による公営
住宅。仮設
住宅の入居
期限を過ぎ
た被災者の
為に国の補
助を受けて
自治体が建
設する。

都市計画道
路以外の復
興拠点連絡
道路、高台
避難道路を
云う。

漁港、防潮
堤とも都道
府県、基礎
自治体の区
分ごとに実施
防潮堤は海
岸法、河川
堤防は河川
法による。

備考 従来からの防
集促進法を
適用

従来からの土
地区画整理法
を適用

採択要件を満
たす市町村に
限る

条件は自治
体が設定す
る

基礎自治体
が実施

漁港管理者、
河川管理者
が実施

右の制度
以外に各
省庁所管
の個別公
共施設の
災害復旧
事業が重
なる。
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1-1 都市計画による事業
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1-1 都市計画によらない事業
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1-1 南三陸町まちなか再生計画
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1-1 南三陸町まちの将来像（総合戦略）

・今後、町民は一人たりとも津波では死なせない
→ 住まいは（山を削って）高台へ、生業は（嵩上げしても）低地で
・エネルギー等の資源を全て地域外に頼ってもよいのか
→ エネルギーの地産地消を（太陽光、地中熱、木質ペレット、等）
・地域資源を見直し、有効に活用する
→ 地域資源プラットフォーム、
（バイオマス産業都市、エコタウン）
（ＦＳＣ認証、ＡＳＣ認証）

◆森‐里‐海‐ひと いのちめぐるまち 南三陸
バイオマス産業都市構想
地域資源プラットフォ－ム
「山さ、ございん」プロジェクト
環境循環都市
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1-1事例研究：南三陸町 まとめ

持続可能性
関連項目 状 況 備 考

地域経済 ・沿岸部の浸水地域での産業施設（水産加工業）の復興
・以前の観光業は資源被害⇒林業・再生可能エネルギーの振興

暮らし ・高台移転により職住商が分離し移動手段が不可欠
・まちなか再生計画により、賑わいと拠点整備が進む

環境 ・地域資源としての森林資源の活用に取り組む
・再生可能エネルギーによる地産地消に取り組む

住民 ・復興計画に参画⇒高台移転を早期に受け入れ
・まちなか再生計画に「まちづくり会社」設立

人口動態 ・17,429人（2012）⇒14,000人（2017）▲29％
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1-2 事例研究：夕張市ー財政破綻からの再生

• 「見せしめはもう勘弁」夕張破綻10年、35歳市長の覚悟
北海道夕張市長 鈴木直道氏が語る（日経スタイル 出世ナビ）
2016/6/19

• かつて炭鉱の街として栄え、約12万人が暮らした北海道夕張市。10年前の
2006年6月20日、353億円の巨額赤字をかかえて財政破綻を表明、人口は今
や1万人を割り込んだ。鈴木直道市長（35）は財政再建にまい進する半面、
「住民は幸せになったのか」と自問する。今年を「勝負の年」と覚悟を決め、再生計
画の見直しに舵（かじ）を切る。

夕張市
財政破綻からの再生
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1-2 夕張市概要

日本でも有数の街「札幌市中心部」から約70キロメートル。空の玄関口「新千歳空港」からは約40キロ
メートルという非常に恵まれた場所に位置する夕張市。
平成11年には、道東自動車道の夕張インターチェンジが開通し、札幌をはじめとした主要都市に高速
道路で直結し、よりスピーディーなアクセスが可能になりました
夕張市は北海道のほぼ中央、空知地方の南部に位置し、東西24.9キロメートル、南北34.7キロメート
ル、面積763.07平方キロメートルの街です。
夕張市一帯は夕張山地の豊かな森林や清流に育まれた丘陵で、夕張岳（1,668メートル）から流れ
る夕張川とその支流が市内のほぼ中央を貫き、流域に沿って帯状に街が形成されています。
2006年には深刻な財政難のあおりを受け、2007年3月6日をもって財政再建団体に指定され、事実
上財政破綻した。 地名の由来はアイヌ語の「ユーパロ」。

1892年 夕張炭山の採炭開始、北海道炭礦鉄道 追分‐夕張
間開業（現在の石勝線）。

1907年 大夕張炭鉱会社が設立。
1943年 4月1日 市制施行、夕張市となる。
1960年 第九回国勢調査にて最多人口116,908人を記録。
1979年 市長に中田鉄治が就任。以降6期務める。
1990年 三菱南大夕張炭鉱が閉山、これにより市内の全ての炭

鉱が閉山。
2007年 3月6日 深刻な財政難から、財政再建団体となり、事

実上の財政破綻となる。
2011年 4月24日 市長に鈴木直道が就任。
2013年 人口が1万人を割る。
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1-2 まちの将来像：コンパクトシティゆうばり

まちの将来像『安心して幸せに暮らすコンパクトシ
ティゆうばり』の実現のために、２骨格軸（都市
骨格軸・広域連携軸）、１都市拠点（清水沢
地区）、４地域内再編地区（本庁・若菜地区、
南部地区、沼ノ沢地区、紅葉山地区）
による将来都市構造の形成を目指します。
・骨格軸① 都市骨格軸
（国道274・452号、道道38号、JR石勝線（夕張支線））

・骨格軸② 広域連携軸
・拠点・地区① 都市拠点（清水沢地区）

・拠点・地区② 地域内再編地区
（本庁・若菜地区、南部地区、沼ノ沢地区、紅葉山地区）

・交通ネットワーク

２骨格軸・１都市拠点・４地域内再編地区に
よる将来都市構造の実現のためには、市内の移
動や周辺市町村との広域連携を支える交通体
系の充実を図る。
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1-2 夕張市の財政破綻前後の状況

夕張市の破綻前、破綻後

最盛期 破たん直前 現在

人口※1 116908人 13268人 9409人

小学校 22校 6校 1校

中学校 9校 3校 1校

市職員※2 － 263人 97人

軽自動車税 － 7200円 10800円

施設使用料 － ― 50％引き上げ

下水道 － 1470円 2440円

ごみ処理 ー － 1リットル2円

市長給与 ― 862000円 259000円
職員給与（基本給）

※3 ― ― 平均15％削減
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1-2 夕張市の風景
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1-2 夕張市総人口の推移と将来推計
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社人研推計値

→H19年財政再建団体、

H22年財政再生団体に移行

→H2年三菱南大夕張炭鉱閉山

→エネルギー政策の転換

（S34年石炭鉱業合理化政策「新合理化長期計画」）

→S18年市制施行
最多人口：116,908人
（S35年4月30日
住民登録人口）

資料：総務省「国勢調査」（1960年～2010年）、国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）」（2015年～2040年）
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1-2 人口動態(転入・転出）
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1-2 人口の社会増減の推移

-1,153

-2,476

-814
-629 -548 -539 -433 -451 -434 -300 -242 -247 -148

-307 -336
-185 -187

-479 -399 -262 -245 -183 -196 -250 -225 -192

1,032904 806 746 673 618 595 599 589 511 544 450 491 379 356 419 345 345 351 339 306 284 247 305 317 317

2,185

3,380

1,620
1,375

1,221 1,157
1,028 1,050 1,023

811 786 697 639 686 692 604 532
824 750 601 551 467 443 555 542 509

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H1
年

度

H2
年

度

H3
年

度

H4
年

度

H5
年

度

H6
年

度

H7
年

度

H8
年

度

H9
年

度

H1
0年

度

H1
1年

度

H1
2年

度

H1
3年

度

H1
4年

度

H1
5年

度

H1
6年

度

H1
7年

度

H1
8年

度

H1
9年

度

H2
0年

度

H2
1年

度

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

H2
6年

社会増減 転入者数 転出者数（人）

→H22
財政再生団体に移行

→H18年3月
財政再建
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三菱南大夕張炭鉱閉山

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
（平成2年度～平成24年度は4月1日～翌年3月31日の人口動態、平成25年以降は1月1日～12月31日の人口動態） ※調査基準日の
変更により、平成25年1月1日～3月31日の出生者数と死亡者数は重複して集計。

社会増減の推移
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1-2 工業の状況
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1-2 再生方策に関する検討委員会報告書

• はじめに
準用再建団体移行後の約 10 年、夕張市が厳しい緊縮計画を実行してきた事

実を踏まえ、10 年の節目を転機とし、（中略）夕張市の再生が新たな段階に入っ
たことを夕張市民が実感できるようにし、誇りの回復、自治の回復、希望の回復を目
指すことを方針としている。
• 夕張市の財政破綻の要因
石炭産業に代わる観光振興、炭鉱閉山に伴い残された老朽化の激しい住宅、

浴場等のインフラ維持のための事業や教育、福祉対策などに多額の財政支出を行っ
たことにより、後年次の公債費負担が財政運営を大きく圧迫することとなった。
平成18年度には観光事業会計や病院事業会計などを廃止し、累積債務の清算な
どを行った結果、実質収支赤字は約353億円となった。
• 財政再建（再生）計画の策定
夕張市は、過去の財政悪化に至った種々の要因を踏まえ、巨額の赤字を確実に

解消するため、平成 19 年 3 月 6 日に地方財政再建促進特別措置法に基づく、
財政再建計画、平成 22 年 3 月 9 日に地方公共団体財政健全化法に基づく財
政再生計画を策定し、平成 38 年度まで返済を続けることとなっている。

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM

24



1-2 地域再生への取組み
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1-2 地域再生への取組み
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1-2 地域再生への取組み：廃校活用
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1-2 住民アンケート結果（上田博和氏論文より）
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【通勤者の夕張への転居意向】
（②通勤者アンケートより）

5.7%

2.2%

16.7%

50.0%

31.4%

23.9%

21.7%

13.6%

50.0%

62.9%

71.7%

76.1%

81.8%

83.3%

100.0%

2.2%

2.2%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０歳代

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

無回答・無効回答

N=2

N=35

N=46

N=46

N=22

N=6

N=1

住みたい、住んでもよい

居住条件が満足できれば住んでもよい

あまり住みたいとは思わない、住みたくない

無回答・無効回答
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1-2 夕張再生の検証（上田博和氏論文より）

◆市民意識向上プロジェクト：市民の新たなコミュニティづくり
財政再建計画は2026 年度まで続き、その間は総務省の財政計画のもと行政サービス市

運営が行われ自治権が無い状況を強いられる 。最高の負担と最低のサービスが続く夕張市の
人口流出（500人／年）は止まらず2024 年には人口が1/3 まで減少する可能性がある。
市には22ヶ所の集落が存在するが、地域間のコミュニケーションも計られていない為、新たな

コミュニティづくりが急務であり、その延長が人口流出を食い止める方法であると考えられる。
夕張市ではこの22ヶ所の集落を1 つのコミュニティにする地域活性化プロジェクトを進める事

により、地域力を向上させ、市民意識の高揚を図ろうとしている。

市民図書館 もみじ祭り 夕張国際映画祭
2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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1-2事例研究：夕張市 まとめ

持続可能性
関連項目 状 況 備 考

地域経済 ・人口減少に伴い商業の店舗数。販売額は減少傾向
・新規開設を含め工業は従業員数、出荷額とも減少していない

暮らし
・税負担等の増加、医療、教育、公共サービスの低下等厳しい
生活環境
・「再生の会」を中心に住民による各種イベント開催

環境 ・22集落を基本としたまちづくり＝コンパクトシティ化への取組み
・ニセコに負けない地の利と自然環境による観光資源の見直し

住民
・22集落の非一体性、メロン農家と行政間の心理的障壁、など
負の住民意識
・夕張再生への熱き想いを抱く部外者と一部住民による「再生の
会」活動

人口動態
・急激な社会的人口減少により、地域社会に様々な影響を生じ
させている
・財政再建と併せた再生方針のもと若年世代の人口増と交流人
口の拡大を推進
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1-3 事例研究：会津若松市
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1-3会津若松市の概要
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1-3 課題と方向性
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1-3 人口ビジョン
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1-3 スマートシティの推進
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1-3 まち・ひと・しごと創生包括連携協議会
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1-3 取組事例のまとめ
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1-3事例研究：会津若松市 まとめ

持続可能性
関連項目 状 況 備 考

地域経済
・大手ＩＴ企業の撤退の影響を「スマートシティの推進」によりリカ
バリー
・ICT／データ活用による産業振興及び地域活性化への総合施
策展開

暮らし ・ICT／データ活用による安全安心便利な暮らし支援への総合
施策展開

環境
・豊かな自然環境と歴史は有数な観光資源となっている
・会津大学はH5年開学の日本初のICT専門大学として教育環
境を有す

住民
・「スマートシティの推進」に協力している。
・まち・ひと・しごと創生包括連携協議会により情報共有と実施の
一体性

人口動態
・現状の12.2万人が2060年には6.5万人に減少する推計
・2030年を目途に社会増減ゼロを目指し交流人口の増加を目
指す

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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2. 文献・活動等の検討

1.地方都市における自律性に依拠した市街地整備に関する一連の研究
（福井大学 野嶋慎二教授）

2.エリアマネジメントの可能性 （法政大学 保井美樹教授）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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地方都市における
自律性に依拠した市街地整備に関する一連の研究

福井大学 野嶋慎二 教授

日本ファシリティマネジメント協会講演
２０１７年１１月７日（火）

第1部 都市全体の立地動向（住居・事業所）
・住居
・事業所

第2部 複合市街地の変容
・「個」の発意と取組み
・市民組織と体制
・まちづくり事業

第3部 自律性に依拠した市街地整備の方法
・計画・事業・しくみ

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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都市を再生するには「まちの自律性」の向上が不可欠であるとし、様々な個人の発
意や公民のまちづくり事業が互いに連動するプロセスを通して、市街地が望ましい方
向へ自律的に再編されていく実態を明らかにする。

2-1 研究の目的（野嶋慎二教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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複合市街地を維持・再編するためには・・・

（1）多様な機能の立地動向と居住地移動に職住の連動関係が見られる。

→事業所の創業者に対して、安価で良質な住宅を供給することなど、「住宅との
関係で事業所を選択できる条件」を整えることが重要

（2）居住立地は、職や家族や地域とのつながりを再編する大きな要素である。

→親子近居・職住近接など、つながりを維持し、地域内で住み替えるきめの細
かい居住施策が必要である。

都市の集約化においても適応できるのではないだろうか。

2-1 第1部 都市全体の立地動向（野嶋慎二教授講演資料より）
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複合市街地において、市街地変容は個の事業所や店舗展開、居住者の発
信、市民活動など「個」の取り組みの総体として現れている。

こうした変容は、市街地の空間整備と連動しながら連鎖的に展開し自
律性を得ており、公民の連携、ハードソフトの連携の中で行われている。

2-1 第2部 複合市街地の変容（野嶋慎二教授講演資料より）
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6‐3 個々の発意が街区全体を改善する
プロセスと方法（福井県越前市武生「蔵の辻」）

公共空間のデザイン・創出と個々の地
権者の生活再建が連動する

6章 地域の自律的な展開を支える計画・事業

2-1 第3部 自律性に依拠した市街地整備の方法
（野嶋慎二教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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この地区は江戸時代以降関西から北陸方面への物資の中継基地とし
て栄えており、それぞれ商人たちの蔵が並んでいた。
市街地活性化の一環として整備され、蔵の辻として市街地の新名所に
なろうとしている。

従前の街区



■1976年
・歴史遺産を活かした既存商店街活性化
についての研究会
・商業近代化地域計画で最重地点と位
置づけられる
■1981年
・再開発協議会設立
ー商業系再開発が計画される
■1993年
・テナント誘致活動の交渉が上手く進まず
再開発事業を断念
■1995年 住民による「まちづくり
協定書」締結
「街なみ環境整備事業」導入
■1996年 「街なみ環境整備方針」策定

事業の経緯

2-1 第3部 自律性に依拠した市街地整備の方法

（福井大学 野嶋慎二教授講演資料より）
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個の発意による修景やリノベーション、公による空間整備、市民組織による活動が、
街なみ環境整備事業の中で互いに連動しながら、街区全体が改善されるプロセス
であった。
既存の事業制度を活用し、連動させていく体制を築きながら、街区単位で市街地
整備を行う方法である。

2007年 壱の市
2008年 骨董市

2-1 第3部 自律性に依拠した市街地整備の方法

（福井大学 野嶋慎二教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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2-1 その他の研究事例

3‐3 伝統工芸産地における発信型店舗・事業所（輪島市、鯖江市、山中町）

5‐1 長浜市中心商店街における店舗経営者の多様性とその連鎖的展開（滋賀県長浜）

（福井大学 野嶋慎二教授講演資料より）
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「まちの自律性」とは、
市街地において店舗や事業所など小さな機能が新たに発生し、居住と連動したり新
しいネットワークが形成されたりする中で変化し、まちづくりの主体が生まれ、地域に
合ったまちづくりの手法が開発され、市街地整備や機能立地と連鎖して社会的・空
間的な変容が発生するプロセスの特性を示すものである。
そこでは、大きな公共事業や開発に依拠するのではなく、市街地の変化を連動させ、
新たな動きや主体の発生を促すような手法が求められる。

（日本建築学会推薦理由より）

2-1 「まちの自律性」（野嶋慎二教授講演資料より）
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人口減少期の地方都市のサステナビリティ
（活性化）に向けたまちづくりと

エリアマネジメントの可能性

法政大学 保井美樹 教授

日本ファシリティマネジメント協会講演
２０１７年６月２６日（月）

FM FORUM 2018 JFMA FM戦略企画研究部会2018/3/26
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2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）

◆まちのアセットをうまく使いたい

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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地域の合意・支援のもと、官民を
つないで 事業推進できる体制



2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）
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2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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NYC Bryant Park BID

* 大阪版BID（条例 2015年～）、日本版BID制度 → 内閣府にて検討中



2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）
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エリアマネジメントの始まりは仲間づくり
✓現状への問題意識や違和感の共有
✓課題解決のシナリオづくり
✓打開への身近なアクション
✓一歩をはじめるチーム作りと伴走型支援



2-2 エリアマネジメントの可能性（保井美樹教授講演資料より）
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プレーヤーを育む機会づくり
・公共空間のプレーヤー ・経済空間のプレーヤー ・生活空間のプレーヤー

・サポーター、ファン

徹底的な交流とその進化が、人材と雇用を呼ぶ。
新しい試みが起きるようになる。



3. 都市経営と公共FM戦略
＜考察＞

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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3-1 都市経営：人口区分別自治体数

人口区分 自治体数

～100万人 11
～50万人 24
～30万人 49
～10万人 199
～5万人 254
～3万人 237
～1万人 447
～0.5万人 242

0.5万人未満 271

計 1734

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM
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会津

南三陸

夕張


Graph1
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自治体数
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講演概要２

		◆H29年度　FM戦略企画研究部会講演会概要2 - 2017.11.27 高藤眞澄 ネンドブカイコウエンカイガイヨウタカ

		野嶋慎二 ノジマシンジ		「自律性に依拠した市街地整備」：まちの自律性が都市の持続可能性を高め、都市を再生する ジリツセイイキョシガイチセイビジリツセイトシジゾクカノウセイタカトシサイセイ

		福井大学 フクイダイガク		自律性とは＝個の発意と公民の街づくりが連動するプロセス ジリツセイコハツイコウミンマチレンドウ

				自律性を生み出す3つの要素＝個の発意と取組み+まちづくり事業+市民組織と体制 ジリツセイウダヨウソコハツイトリクジギョウシミンソシキタイセイ

				＊行政は都市計画、インフラ整備、公共施設整備等を実施するが、きめ細かいまちづくりには手が回らない。行政頼りの街づくりは進まない。（高藤） ギョウセイトシケイカクセイビコウキョウシセツセイビトウジッシコマテマワギョウセイタヨマチススタカフジ

				伝統工芸産業の特徴：職住近接、親子近接、⇒居住立地が地域のつながりを生む デントウコウゲイサンギョウトクチョウショクジュウキンセツオヤコキンセツキョジュウリッチチイキウ

				ものづくりの世界；生産の場⇒対面して顧客と接触する場：訪れる場に変化、情報発信の効果 セカイセイサンバタイメンコキャクセッショクバオトズバヘンカジョウホウハッシンコウカ

				⇒行政の事業、市民組織の取組みと連動するとまちが再生 ギョウセイジギョウシミンソシキトリクレンドウサイセイ

				芸術家やデザイナーの貢献＝情報発信や交流 ゲイジュツカコウケンジョウホウハッシンコウリュウ

				衰退する中心市街地が若年経営者のインキュベーター機能・地区を提供 スイタイチュウシンシガイチジャクネンケイエイシャキノウチクテイキョウ

				⇒生活文化を発信しながら住む＝まちなか生活スタイル セイカツブンカハッシンスセイカツ

				市街地の観光化、産地の景観保全：愛知県常滑市 シガイチカンコウカサンチケイカンホゼンアイチケントコナメシ

				個の発意と公の市街地整備：長浜市 コハツイコウシガイチセイビナガハマシ

				市民活動と公の市街地整備：近江八幡市 シミンカツドウコウシガイチセイビオウミハチマンシ

		増田寛也 マスダカンヤ		◆地域が活きる6モデル チイキイ

		地方消滅 チホウショウメツ		①産業誘致型：工場や大規模商業施設などを誘致することにより財政基盤の安定化と住環境整備により人口流入を図る。 サンギョウユウチガタコウジョウダイキボショウギョウシセツユウチザイセイキバンアンテイカジュウカンキョウセイビジンコウリュウニュウハカ

				②ベッドタウン型：大都市や千穂王中核都市の金庫王に位置することを活かして縦貫k表整備を重点的に進め、定住人口を増加させる ガタダイトシチホオウチュウカクトシキンコオウイチイジュウカンヒョウセイビジュウテンテキスステイジュウジンコウゾウカ

				③学園都市型：大学や高等専門学校、公設・私設研究機関を集積させて寂円人口の継続的流入を実現し地域経済を持続させる。 ガクエントシガタダイガクコウトウセンモンガッコウコウセツシセツケンキュウキカンシュウセキジャクエンジンコウケイゾクテキリュウニュウジツゲンチイキケイザイジゾク

				④コンパクトシティ型：将来の人口減少を見据えて、街の機能を中心地に集約することで、地域経済圏の効率化等を目指す。 ガタショウライジンコウゲンショウミスマチキノウチュウシンチシュウヤクチイキケイザイケンコウリツカトウメザ

				⑤公共財主導型：国家プロジェクト規模の大規模施設の立地を契機として、地域の在り方を変え財政基盤を安定化させることで人口減少を防ぐ。 コウキョウザイシュドウガタコッカキボダイキボシセツリッチケイキチイキアカタカザイセイキバンアンテイカジンコウゲンショウフセ

				⑥産業開発型（自立型）：地域の特徴ある資源を生かした産業振興を実現し、紅葉の拡大や住民の定着を実現する サンギョウカイハツガタジリツガタチイキトクチョウシゲンイサンギョウシンコウジツゲンコウヨウカクダイジュウミンテイチャクジツゲン

		シティブランディングランキング		ランキングに当たっては、「安心・安全」「快適な暮らし」「生活の利便性」「生活インフラ」「医療・介護」「子育て」「自治体の運」「街の活力」の8分野、合計32の評価項目について調査・集計し、現在の居住者と直近5年以内の居住者による回答者の合計が20人以上となる325市区のデータを基に作成した

				総合ランキングのTOP10を見てみると、同率1位となったのが、守谷市、武蔵野市、大野城市の3市。TOP10にはそのほかに、関東から文京区と千代田区、浦安市、国立市がランクインした。中部エリアからは長久手市が、1位グループに次ぐ4位に付けた。さらに、九州・沖縄エリアからは浦添市と福岡市の2市が9位と10位にランクイン

				●守谷市（茨城県）の8分野32評価項目のスコア モリヤシイバラキケンブンヤヒョウカコウモク

		評価項目 ヒョウカコウモク

		人口増減率ランキング2017		このランキングは「人口増減数」ではなく「増減率」を基に順位づけしている。人口が増えている比較的規模の小さい自治体を見える化する狙いだ。結果として、全国TOP50には、人口605人の知夫村（島根県）や同719人の十島村（鹿児島県）など、人口1万人未満の7団体がランクインした。16年調査や15年調査に続いて、3年連続でTOP50に入ったのは17団体だった。

				ニセコ町（北海道）／ 戸田市（埼玉県）／ 流山市（千葉県）／ 千代田区（東京都）／ 中央区（東京都）／ 川崎市中原区（神奈川県）／ 長久手市（愛知県）／ 大阪市西区（大阪府）／ 大阪市天王寺区（大阪府）／ 大阪市浪速区（大阪府）／ 大阪市北区（大阪府）／ 大阪市中央区（大阪府）／ 福岡市博多区（福岡県）／ 福津市（福岡県）／ 新宮町（福岡県）／ 十島村（鹿児島県）／ 中城村（沖縄県）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（増減数順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（256）		与那国町（沖縄県）		1,704		14.36		214		-1		215

		2（332）		赤井川村（北海道）		1,228		6.78		78		-5		83

		3（361）		十島村（鹿児島県）		719		5.12		35		0		35

		4（2）		中央区（東京都）		149,640		4.65		6,645		1,223		5,422

		5（27）		大阪市西区（大阪府）		94,335		3.35		3,062		682		2,380

		6（372）		座間味村（沖縄県）		938		3.08		28		6		22

		7（171）		中城村（沖縄県）		20,280		2.81		555		121		434

		8（250）		久山町（福岡県）		8,597		2.71		227		-28		255

		9（123）		新宮町（福岡県）		31,950		2.6		811		216		595

		10（197）		倶知安町（北海道）		16,469		2.55		409		-19		428

		11（11）		流山市（千葉県）		180,637		2.49		4,389		552		3,837

		12（68）		福津市（福岡県）		61,698		2.38		1,435		36		1,399

		13（44）		印西市（千葉県）		97,263		2.34		2,223		56		2,167

		14（393）		知夫村（島根県）		605		2.2		13		-8		21

		15（5）		港区（東京都）		249,242		2.16		5,265		1,746		3,519

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（5万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（1）		与那国町（沖縄県）		1,704		14.36		214		-1		215

		2（2）		赤井川村（北海道）		1,228		6.78		78		-5		83

		3（3）		十島村（鹿児島県）		719		5.12		35		0		35

		4（6）		座間味村（沖縄県）		938		3.08		28		6		22

		5（7）		中城村（沖縄県）		20,280		2.81		555		121		434

		6（8）		久山町（福岡県）		8,597		2.71		227		-28		255

		7（9）		新宮町（福岡県）		31,950		2.6		811		216		595

		8（10）		倶知安町（北海道）		16,469		2.55		409		-19		428

		9（14）		知夫村（島根県）		605		2.2		13		-8		21

		10（24）		苅田町（福岡県）		36,939		1.74		632		52		580

		11（25）		幸田町（愛知県）		40,545		1.74		693		144		549

		12（27）		南風原町（沖縄県）		37,991		1.74		649		369		280

		13（29）		与那原町（沖縄県）		19,229		1.71		323		119		204

		14（30）		ニセコ町（北海道）		5,142		1.7		86		-9		95

		15（35）		開成町（神奈川県）		17,273		1.6		272		6		266

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（5万人以上20万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（4）		中央区（東京都）		149,640		4.65		6,645		1,223		5,422

		2（5）		大阪市西区（大阪府）		94,335		3.35		3,062		682		2,380

		3（11）		流山市（千葉県）		180,637		2.49		4,389		552		3,837

		4（12）		福津市（福岡県）		61,698		2.38		1,435		36		1,399

		5（13）		印西市（千葉県）		97,263		2.34		2,223		56		2,167

		6（16）		大阪市中央区（大阪府）		96,902		2.11		2,001		429		1,572

		7（17）		名古屋市中区（愛知県）		82,345		2.09		1,687		61		1,626

		8（18）		千代田区（東京都）		59,788		2.07		1,212		209		1,003

		9（19）		神戸市中央区（兵庫県）		133,258		1.99		2,599		-102		2,701

		10（21）		稲城市（東京都）		89,089		1.86		1,628		217		1,411

		11（22）		大阪市北区（大阪府）		120,068		1.85		2,182		393		1,789

		12（23）		習志野市（千葉県）		171,861		1.79		3,023		281		2,742

		13（28）		大阪市天王寺区（大阪府）		74,868		1.71		1,258		200		1,058

		14（31）		合志市（熊本県）		60,701		1.67		999		184		815

		15（32）		志木市（埼玉県）		75,421		1.67		1,238		61		1,177

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（20万人以上50万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（15）		港区（東京都）		249,242		2.16		5,265		1,746		3,519

		2（20）		福岡市博多区（福岡県）		223,353		1.93		4,219		841		3,378

		3（26）		文京区（東京都）		213,969		1.74		3,657		560		3,097

		4（41）		調布市（東京都）		229,886		1.53		3,473		336		3,137

		5（43）		つくば市（茨城県）		227,127		1.51		3,372		590		2,782

		6（47）		川崎市中原区（神奈川県）		247,320		1.46		3,552		1,611		1,941

		7（48）		福岡市東区（福岡県）		304,976		1.43		4,314		826		3,488

		8（55）		墨田区（東京都）		265,238		1.34		3,515		51		3,464

		9（60）		豊島区（東京都）		284,307		1.31		3,668		-179		3,847

		10（66）		新宿区（東京都）		338,488		1.29		4,295		118		4,177

		11（71）		川崎市川崎区（神奈川県）		228,589		1.23		2,782		-234		3,016

		12（72）		品川区（東京都）		382,761		1.23		4,638		831		3,807

		13（78）		中野区（東京都）		325,460		1.16		3,726		127		3,599

		14（80）		北区（東京都）		345,149		1.14		3,897		-495		4,392

		15（87）		渋谷区（東京都）		222,278		1.08		2,380		562		1,818

		全国自治体・視察件数ランキング2017

				最も多くの視察を受け入れたのは岩手県紫波町の「オガールプロジェクト」。視察件数は270件と、2位以下を大きく引き離して断トツだった。事業開始は2007年4月であり、まる10年を経た2017年4月にグランドオープンの催しを開いたところだ。ほとんど利用されていなかったJR紫波中央駅前の町有地10.7ヘクタールに、役場の新庁舎、官民複合施設、サッカー場、体育館、図書館、宿泊施設、保育園、住宅地などを、PFI、代理人方式、定期借地など多様なPPP（公民連携）手法を駆使して整備したのが特徴である。

				同町の人口は約3万2000人であり、総合ランキング上位30位の中では少ないほうから2番目。小規模な自治体であっても、民間とうまく協業することで都市整備という大型プロジェクトを運営できることが、多数の自治体の関心を呼んでいる

				2位に入ったのは、熊本市の中心部にある特別史跡の「熊本城公園」。2016年4月に最大震度7（熊本市内は最大震度6強）の熊本地震が発生し、総面積98万平方メートルの公園敷地内にある天守や櫓（やぐら）、石垣など、国指定重要文化財などに大きな被害が出た。被災状況の把握を含め、防災・減災・復興、非常時対応などの目的で視察が集中した。

				自然災害による被災・復興状況の視察は、ほかにも2011年3月の東日本大震災の大津波で甚大な被害を受けた宮城県石巻市（12位）、1995年1月の阪神・淡路大震災の断層断面を保存した兵庫県淡路市の「北淡震災記念公園」（17位）、2017年9月の関東・東北豪雨による鬼怒川堤防決壊に伴う洪水被害が発生した茨城県常総市（20位）も、それぞれ50件前後の視察を受け入れた。

				被害が発生しやすい地区を抱える自治体にとって、住民の生命・財産を守るための防災対策および災害に強いまちづくり、さらに減災のための避難誘導や自主防災組織との連携のあり方、発災時の避難所運営、小中学校の再開方法などが視察の関心事となっている。

		順位		名称		自治体名		視察件数

		1		オガールプロジェクト		紫波町（岩手県）		270

		2		熊本城公園		熊本市		114

		3		みんなの森　ぎふメディアコスモス		岐阜市		94

		4		コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育		三鷹市（東京都）		90

		5		豊島区役所本庁舎		豊島区（東京都）		89

		6		"ふじのくにに住みかえる"静岡県移住相談センター		静岡県		87

		6		「サテライトオフィスプロジェクト」における「とくしま新未来創造オフィス」		徳島県		87

		8		日本一の子育て村構想		邑南町（島根県）		81

		9		長浜市役所（新庁舎）		長浜市（滋賀県）		69

		10		低炭素社会の実現に向けたまちづくり（とよたエコフルタウン）		豊田市（愛知県）		60

		10		鳴門市営モーターボート競走事業（ボートレース鳴門）		鳴門市（徳島県）		60

		12		東日本大震災の被害状況と復興への取り組み		石巻市（宮城県）		56

		12		コンパクトなまちづくり		富山市		56

		14		大和市文化創造拠点シリウス		大和市（神奈川県）		55

		14		星ヶ台保育園		多治見市（岐阜県）		55

		14		認知症ケアコミュニティ推進事業		大牟田市（福岡県）		55

		17		子どもの貧困対策		足立区（東京都）		50

		17		北淡震災記念公園		淡路市（兵庫県）		50

		19		商店街再生事業		日南市（宮崎県）		48

		20		平成27年9月関東・東北豪雨による視察研修		常総市（茨城県）		47

		21		介護予防・日常生活支援総合事業		大東市（大阪府）		45

		22		横須賀市エンディングプラン・サポート事業		横須賀市（神奈川県）		44

		23		会津若松市議会		会津若松市（福島県）		43

		23		富岡製糸場		富岡市（群馬県）		43

		23		富山型デイサービス		富山市		43

								人口区分 ジンコウクブン		自治体数 ジチタイスウ

								～100万人 マンニン		11

								～50万人 マンニン		24

								～30万人 マンニン		49

								～10万人 マンニン		199

								～5万人 マンニン		254

								～3万人 マンニン		237

								～1万人 マンニン		447

								～0.5万人 マンニン		242

								0.5万人未満 マンニンミマン		271

										計　1734 ケイ

								ランク		市区町村				人 口

								1		神奈川県		横浜市		3,733,234

								2		大阪府		大阪市		2,713,157

								3		愛知県		名古屋市		2,314,125

								4		北海道		札幌市		1,963,309

								5		福岡県		福岡市		1,567,189

								6		兵庫県		神戸市		1,532,153

								7		神奈川県		川崎市		1,503,690

								8		京都府		京都市		1,472,027

								9		埼玉県		さいたま市		1,286,082

								10		広島県		広島市		1,198,555

								11		宮城県		仙台市		1,086,377

								12		千葉県		千葉市		975,140

								13		福岡県		北九州市		950,646

								14		東京都		世田谷区		921,120

								15		大阪府		堺市		834,267

								16		新潟県		新潟市		804,152

								17		静岡県		浜松市		796,114

								18		熊本県		熊本市		739,858

								19		東京都		練馬区		731,082

								20		東京都		大田区		728,349





講演概要２

		



自治体数

人口区分別自治体数（市町村）
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		4/26村林正次
(株)価値総合研究所　主席研究員 カブカチソウゴウケンキュウジョシュセキケンキュウイン		【公民連携による地域創生プラットフォーム】<ＰＲＥ活用における公民連携の現状と地域活性化に向けた今後の可能性>		●地域活性化には、大胆な公民連携が必要である。
●公共FM戦略におけるPRE戦略の重要性とそこでの公民連携の進め方が重要である。 チイキカッセイカダイタンコウミンレンケイヒツヨウコウキョウセンリャクセンリャクジュウヨウセイコウミンレンケイススカタジュウヨウ

				Ⅰ：PRE再編への取り組み　

				Ⅰ-1　PRE利活用の現状

				Ⅰ-2　新たなPRE事業化方策アンケート調査結果

				　　　　（PRE利活用におけるJ-REIT事業スキームの可能性について）

				Ⅱ：PFI/PPPの展開

				Ⅱ-1　PFI/PPPのトレンド

				　＜参考1：英国のPF2＞

				Ⅱ-2　官民ファンド

				Ⅲ：市街地再開発事業等の再々開発の動向

				Ⅳ：官民連携プラットフォーム

				Ⅴ：地域創成への取り組み方（民から官への提案と官民協働）

				＜参考2：民間の総合的取り組み＞

				＜参考3：金融機関との連携＞

				【自治体の置かれている状況及び課題のまとめ】

				①個別PREのFM及び再配置の方針策定から本格的なPRE利活用事業段階へ。		●今後の都市経営・まちづくりの視点からPREをトリガーに、公民連携を基本に複合化・集約化などを図りつつ、建設・運営および資金調達などに民間活力を導入するPRE利活用事業戦略が求められる。 コンゴトシケイエイシテンコウミンレンケイキホンフクゴウカシュウヤクカハカケンセツウンエイシキンチョウタツミンカンカツリョクドウニュウリカツヨウジギョウセンリャクモト

				②事業手法・資金調達面での知見が不十分だが、民間との連携方法を模索。

				③多くの大規模改修や建替え事業化を控えており、市街地再生への関連も大きい。

				④庁舎はPRE利活用の重要な位置を占め、所有にこだわらない。

				⑤S&Lは財政再建面ではなく、個々の事業の資金調達面から検討される。

				⑥J-REITの知見は低いが、関心は高く、今後の事業手法の土俵に乗る。

				⑦公債への依存の限界から、民間資金の活用が一層求められる。

				【英国のPF2の動向】
透明性の向上や調達プロセスの効率化、売却益の還元等の改善策の中に政府関与の強化策として政府がSPC（Special Purpose Company）の株主（Public Sector Equity」）となることが筆頭に挙げられた。

				【プラットフォームの必要性】
個別対応から、自治体の各種政策との関係、民間提案の反映、都市間競争対応のためには、日常的・持続的な官民相互の情報交換・計画立案・事業創生等のためのプラットフォームが必要であり、国や自治体等で取組みが始まる。		●都市経営方針に基づくPRE戦略を進めるに際して公民連携による企画計画から実施運営までの検討するプラットフォームの構築は重要な体制づくりである。
●具体的なプロジェクトに関する公民連携の在り方については公的立場からの公平性・透明性の確保と民間の協力に応じた受注機会の確保などの調整が必要となる。 トシケイエイホウシンモトセンリャクススサイコウミンレンケイキカクケイカクジッシウンエイケントウコウチクジュウヨウタイセイグタイテキカンコウミンレンケイアカタコウテキタチバコウヘイセイトウメイセイカクホミンカンキョウリョクオウジュチュウキカイカクホチョウセイヒツヨウ

				・ 福岡市主導：「福岡ＰＰＰプラットフォーム」　＜PRE等への対応＞

				（※）今後は、コンセッションをはじめ、需要リスク等を伴う多様なＰＰＰ／ＰＦＩ事業ニーズが見込まれる　
→　事業採算性評価や官民役割分担・リスク分担等の面での難度が高まり、より早期段階からのプロジェクト・コーディネートが重要

		5/1小永井耕一 コナガイコウイチ		東日本大震災における復興まちづく りと公共ＦＭ戦略（現状と課題）		●被災地の復興プロセスにおいて将来への街づくり＝持続可能な都市づくりが見えることを期待する。
●復興の現状を確認する。 ヒサイチフッコウショウライマチジゾクカノウトシミキタイフッコウゲンジョウカクニン

		東京都復興支援対策部派遣建築職 （宮城県南三陸町派遣）		☆関東大震災と阪神淡路大震災は地域が限定され、また、人口密集地域である。一方、東日 本大震災は、東日本の太平洋岸ほぼ全域に渡る。ただし、人口密集地帯は少ない。

				適用法令：災害救助法（避難所・仮設住宅の設置等） → 復興基本法、都市計画法、建築基準法

				今次震災での各自治体の置かれた状況

				市域状態平地×山× （平地率）／ 人口推移  H22→H24／ 死傷者等／ 首長等被害／役場庁舎被害／復興パターン（住まい優先・嵩上げ先行・現状優先・生業優先・高台移転優先） ヤクバチョウシャヒガイフッコウスユウセンカサアセンコウゲンジョウユウセンナリワイユウセンタカダイイテンユウセン		●東日本大震災の被災地は広域に及んでること、被災地各自治体の状況や事情が異なること、リーダーシップや住民合意形成プロセスの相違などにより復興パターンは多様になっている。 ヒガシニホンダイシンサイヒサイチコウイキオヨヒサイチカクジチタイジョウキョウジジョウコトジュウミンゴウイケイセイソウイフッコウタヨウ

				浸水域 シンスイイキ

				・復興における発想の違い （土木と建築の邂逅）		●復興パターンが多様なこと、復興に向けて土木作業が先行することなどは各自治体の意思によると受け止め、今後、まちづくりやコミュニティデザインを重ねていくことが必要である。 フッコウタヨウフッコウムドボクサギョウセンコウカクジチタイイシウトコンゴカサヒツヨウ

				土木の発想は：ジオスケ－ルからの発想

				・国土の保全→河川と道路と堤防と

				・大地を彫刻→山を削り、川の流れを変え、低地に盛り土

				建築の発想は：ヒュ－マンスケ－ルからの発想

				・かたちへのこだわり→建物として

				・すまいとなりわいの確保→コミュニティとして

				そして、まちづくりは：タウンスケ－ルへの発想

				・すまいとなりわいの非常時と通常時の渚→災害復興と事前復興

				・断絶するコミュニティをつなげる→コミュニティデザイン

				・復旧・復興の障害になっているものは → 元々土木担当者のみ、被災によりさらに減員
・発注側マンパワーの不足
・受注側リソ－ス（人材・資材）の不足
→
・実施制度の疲弊（民法、行政法等きまりごと）等々
東京オリ・パラによる影響で高騰
・中央（国等中央省庁）と地方（都道府県、市町村等基礎自治体）の乖離

				・復興事業に関する制度面に関して

				・そして、南三陸町は
・今後、町民は一人たりとも津波では死なせない → 住まいは（山を削って）高台へ、生業は（嵩上げしても）低地で ・エネルギー等の資源を全て地域外に頼ってよいのか → エネルギーの地産地消を目指したい ・地域資源を見直し、有効に活用したい → 地域資源プラットフォーム、 ＦＳＣ認証、 ＡＳＣ認証		●南三陸町の都市経営方針 ミナミサンリクチョウトシケイエイホウシン

				南三陸町まちなか再生計画
、商業施設等復興整備補助金を活用し、まちづくり会社（株式会社南三陸まちづくり未来）が、志津川地区及び歌津地区それぞれに、商業施設を整備する。被災事業者が経営する食料品店、衣料品店、理美容店、飲食店などが入居する予定（平成２８年度中に開業予定）。

○住宅や公共施設を安全性の高い場所に配置する一方、かさ上げ後の土地には、商業施設や交流施設等を配置し、安全・安心かつにぎわいのあるコンパクトなまちを形成。
○商業施設の区画は区分所有でなく、まちづくり会社が一括所有し、テナントに貸し出す（不動産の所有と分離）。
〇出店者・町・商工会・地元金融機関等が出資・設立した、まちづくり会社（株式会社南三陸まちづくり未来）が両施設を整備・運営。 シュッテンシャマチショウコウカイジモトキンユウキカントウシュッシ		●まちづくり会社による「まちなか再生計画」の実施
●コンパクトな街づくり ガイシャサイセイケイカクジッシマチ

				南三陸町総合戦略（H29.4)
基本目標１：地域の仕事を輝かす。
基本目標２：共に未来を拓く人々が集う家を作る。
基本目標3:豊かな自然の中で共に支えあい世代をつなぐ ミナミサンリクチョウソウゴウセンリャクキホンモクヒョウチイキシゴトカガヤキホンモクヒョウトモミライヒラヒトビトツドイエツクキホンモクヒョウユタシゼンナカトモササセダイ

				南三陸町 公共施設等総合管理計画の概要
南三陸町における被災前後の公共施設等の状況と課題
○震災前（平成22 年度）
・被災前の公共施設の総床面積は約
117 千㎡であり、町民1 人あたり6.84
㎡である。
・施設分類別には、学校施設が全体の
37％、公営住宅が15％と多くを占め
ている。

○復興後（平成30 年度ごろ）
・震災後に整備される施設完成後
（平成30 年度ごろ）の公共施設
の床面積は、約16 万3 千㎡であ
る。
・公営住宅が多く整備されるため、
全体の約３分の１を占める。		●公共施設等総合管理計画は、現状を整理見える化⇒震災後の復興活動に伴い公営住宅の整備などにより11.7万㎡から16.3万㎡に拡大 コウキョウシセツトウソウゴウカンリケイカクゲンジョウセイリミカシンサイゴフッコウカツドウトモナコウエイジュウタクセイビマンヘイベイマンヘイベイカクダイ

				方向１
●削減の数値目標の設定
●設置効果の低い施設の統廃合
●公共施設の多機能化
方向２
●計画的な予防保全による更新費用の圧縮と平準化
●施設利用者の安心・安全の確保
●将来の需要予測と将来ニーズへの対応
方向３
●受益者負担を適正化
●民間活力の導入
方向４
●用途別・利用圏域に応じた再配置の推進・都市計画等まちづくりと連動した再配置を検討
●施設評価に基づく再配置の検討
方向５
●町民との問題意識の共有・協働の推進
●庁内プロジェクトチームの設置		●将来のまちづくりに向けた見直し計画が必要となる。
●示された方向は妥当であろう。 ショウライムミナオケイカクヒツヨウシメホウコウダトウ

		6/26保井美樹氏 ヤスイミキシ		【人口減少期の地方都市のサスティナビリティに向けたまちづくりとエリアマネジメントの可能性】 ジンコウゲンショウキチホウトシムカノウセイ

		法政大学教授 ホウセイダイガクキョウジュ		人口減少時代に選ばれるエリアは固有な価値がある地域
⇒地域資源を最大限に生かしたアセットマネジメントでエリアの体験価値を上げる ジンコウゲンショウジダイエラコユウカチチイキチイキシゲンサイダイゲンイタイケンカチア

		エリアマネジメントNW副代表 フクダイヒョウ		街のアセット＝私有財産、公有財産、公共物管理（川・海・空等）
もっと上手に使いたい！ マチシユウザイサンコウユウザイサンコウキョウブツカンリカワウミソラトウジョウズツカ

				私有財産：再開発、リノベーション
公有財産：占用特例、指定管理
公共物：占用特例、一時利用特例等
推進する組織を地域で作る。⇒個別対応では地域の理解、エリアでの事業の連鎖、行政からの特例適用許可が困難 シユウザイサンサイカイハツコウユウザイサンセンヨウトクレイシテイカンリコウキョウブツセンヨウトクレイイチジリヨウトクレイトウスイシンソシキチイキツクコベツタイオウチイキリカイジギョウレンサギョウセイトクレイテキヨウキョカコンナン

				都市計画はマクロな計画、制度であり、成果が出るには長期間を要する。その間に、社会的状況やニーズが変化する可能性もある。 トシケイカクケイカクセイドセイカデチョウキカンヨウカンシャカイテキジョウキョウヘンカカノウセイ

				エリアマネジメントはミクロな取り組み、成果が出るのが早い。都市や地域全体をカバーする活動ではない。 トクセイカデハヤトシチイキゼンタイカツドウ

				都市や地域に点在する拠点(エリア）毎にエリアマネジメントが展開され、それらを公共交通NW がつなぐことにより都市地域全体の価値が上がる。 トシチイキテンザイキョテンゴトテンカイコウキョウコウツウトシチイキゼンタイカチア

				公共資産・公有物の有効利活用がエリアマネジメントの展開の契機になる可能性があり、公共FM 戦略におけるエリアマネジメントの重要性も高まる。 コウキョウシサンコウユウブツユウコウリカツヨウテンカイケイキカノウセイコウキョウセンリャクジュウヨウセイタカ

		重富氏 シゲトミシ		まちづくり3法の概要と効果 ホウガイヨウコウカ

		吉田氏 ヨシダシ		中心市街地の衰退と大規模小売店舗の郊外立地の隆盛に対する規制的制度。 チュウシンシガイチスイタイダイキボコウリテンポコウガイリッチリュウセイタイキセイテキセイド

				外資系大規模小売店舗の出店圧力も背景にあり。 ガイシケイダイキボコウリテンポシュッテンアツリョクハイケイ

				売上が減少傾向にある状況下にも拘らず出店数は増加し続けている。⇒業界競争？ ウリアゲゲンショウケイコウジョウキョウカカカワシュッテンスウゾウカツヅギョウカイキョウソウ

				まちづくり3法は中心市街地の衰退を抑制することにはつながらず、郊外への大規模出店に対応する結果となる。 ホウチュウシンシガイチスイタイヨクセイコウガイダイキボシュッテンタイオウケッカ

				時代状況の動向は法律や制度では止められない？ ジダイジョウキョウドウコウホウリツセイドト

				時代を動かすエンジンを活かした形で社会・都市を作ることが重要か？ ジダイウゴイカタチシャカイトシツクジュウヨウ

		6/29会津若松市		『スマートシティ会津若松』の取組
～データ活用を軸とした新たな産業集積への挑戦～

		企画政策部

		村井遊		産業
鶴ヶ城、白虎隊等を始めとした観光産業
稲作を中心とした農業と酒、漆器等の地場産業

				会津大学
平成5年開学の日本初のICT専門大学
ソフト/ハードウェア双方の教育
教師の約半分は外国人で、英語授業が中心

				１．会津大学というICT専門大学の存在
２．1２万人都市という実証実験等をするにあたって適切な規模
３．豊富な自然エネルギーや第一次産業中心の都市
４．会津周辺地域は少子高齢化や過疎等の課題先進地

				スマートシティ会津若松の推進＝さまざまな分野においてICTを活用した産業創出・人材育成

				目標１ 国の施策等を積極的に展開することで2040年までに出生率を2.2まで上昇させる
目標２ 2030年をめどに社会増減±0を実現するとともに、企業誘致等によるしごとづくり
や大学卒業生の市外流出者数を減らし、生産年齢人口の増加を図る
・人口10万人程度の長期安定を実現する
・ICT技術（会津大学）を核とした仮想人口（交流人口）の増加によるまちの活性化 ジンコウ

				市民生活のさまざまな分野においてICTを活用し、安心して快適に暮らすことのできるまちを創る
ICTが市民まで浸透したまちづくりを推進することで、ICT関連企業が集積しやすい環境を創る

				まち・ひと・しごと創生包括連携協議会
会津若松市における“産官学金労言”一体となった地方創生を推進するために、平成27年7月に設立
“地方創生関連施策の実施体制”と“地方創生関連施策の進捗管理・PDCAの実施”が主な役割

				 一体的に取組むことで企業間連携等が生まれることを期待（縦割りに発注をしない）
 会津への思いのある取組を期待（単なる受発注の仕事で終わらない取組）

				ＩＣＴ関連企業集積のためのオフィス環境整備
～東京と同じ仕事・同じ賃金で地元で働く～
しごと：地域の雇用・消費力創出
ひと：会津大学卒業生などのICT人材の地域定着＝若者の流出防止
まち：ICT関連企業・データ分析産業を集積することで新しいまちづくり

				会津大学でのセキュリティ/データサイエンティスト講習
～IoT/データ時代に欠かせないICT人材の育成～
データサイエンティスト育成講座／サイバー攻撃対策演習・情報セキュリティ講座

				地元企業参画型のアナリティクス人材育成
統計局（gacco)／ 会津大学&アクセンチュア／地元企業＆会津大学

				正確な住民ポイントを管理（毎日更新）（まち×ICT）
～空き家を自動抽出して効率管理～

				データを活用したバス路線最適化①（交通×ICT）
~データに基づく便利で効率のよい走行ルート~

				事故発生可能性地域の抽出（交通×ICT）
～データから事故が起きる場所が分かる～

				「簡単ゆびナビ窓口」事業（行政×ICT）
～指一本で住民票を取得！（ペンは使いません）～

				地域情報ポータル「会津若松＋」（市民向け総合窓口）
～ぱっと見たら欲しい情報がゲットできるウェブサイト～

				「MyPost」の活用
～あなた専用の郵便受けをインターネット上に～

				学校と家庭をつなぐ情報配信（教育×ICT）
～子供の通っている学校の情報がきちんと届く

				ICTを活用した母子健康支援プロジェクト（医療×ICT）
～人生の医療情報の蓄積をまずは赤ちゃんの時から～

				IoTヘルスケアプラットフォーム事業（医療×ICT/IoT）
～データを活用して、健康寿命を伸ばす～

				デジタルDMO事業（観光×ICT）
～人それぞれに別々のルート提案をする観光サイト～

				Aizu Free Wi-Fi（Travel Japan Wi-Fi）の整備

				「電気の見える化」サービス（HEMS）（エネルギー×ICT）
～電気が見えれば、お金がたまる～
100世帯：2013年3月11日～

				産官学連携によるスマートアグリの推進（農業×ICT）
～勘と経験を蓄積するデータ農業～
東京農業大学及びイオンリテール㈱と連携し、ICTを活用しながら、生産・流通・販売までの消
費者の手に渡るまでのすべてのデータを分析し、農業の高付加価値化を目指す。

				低カリウムレタス工場（富士通）（ICT×農業）

				タブレット活用型教育支援システム構築（教育×ICT）
～自動家庭教師システム～

				デジタル未来アート事業（アート×教育×ICT）
～ICTを子供が肌で体験する～

				バイオマス発電によるエネルギーと一次産業の融合

				会津ウィンドファームの風力発電

		塚田氏 ツカダシ		大船渡市エリアマネジメント オオフナトシ

				商品販売額、従業者数、事業所数の推移
H23／H19：6526／8336千万円＝0.78、2420／3736人＝0.64、417／835所＝0.49 ショウヒンハンバイガクジュウギョウシャスウジギョウショスウスイイセンマンエンニンショ

				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大船渡市まちなか再生計画（H28.01) オオフナトシサイセイケイカク

				大船渡地区津波復興拠点整備事業系本計画(案）　H25.08） オオフナトチクツナミフッコウキョテンセイビジギョウケイホンケイカクアン

				大船渡地区津波復興拠点の全体整備方針 オオフナトチクツナミフッコウキョテンゼンタイセイビホウシン

		高藤 タカフジ		夕張市の再生方策に関する検討委員会報告書（H28.03） ユウバリシサイセイホウサクカンケントウイインカイホウコクショ

				夕張市は、当初、旧再建法である地方財政再建促進特別措置法による準用再
建団体となり、その後、平成 20 年度決算から本格適用された地方公共団体財政
健全化法による財政再生団体となった。財政再生団体となったのは、法の創設以来、夕張市のみである。
 イライユウバリシ

				夕張市の財政破綻の要因
夕張市は、我が国の主要な産炭地として発展してきたが、エネルギー事情の
大きな変化により昭和30年代後半以降、平成2年までの問、炭鉱閉山が相次ぎ、人口（国勢調査）はピーク時の10万8千人から、平成17年には1万3千人まで激減 
するなど、地域の経済社会構造は急激に変化してきた。
このような歴史的経過の中で、雇用の場を創出し、人口の流出を食い止める  とともに、市民に対する行政サービスを確保するため、石炭産業に代わる観光  
振興、炭鉱閉山に伴い残された老朽化の激しい住宅、浴場等のインフラ維持のための事業や教育、福祉対策などに多額の財政支出を行ったことにより、後年 次の公債費負担が財政運営を大きく圧迫することとなった。
また、人口の減少に伴い市税や地方交付税が大幅に減少する一方で、歳入の  
減少に対応したサービス水準の見直しや人口の激減に対応すべき組織のスリム化も大きく立ち遅れ、総人件費の抑制も不十分であった。加えて、地域振興の  
ための観光施設整備による公債費等の負担や観光関連の第三セクターの運営に  対する赤字補てんの増大などにより財政負担は増加し、歳出規模は拡大した。 
さらに、公営事業会計においても、病院事業会計では、患者数の減少や病床利用率の低下により多額の資金不足が生じ、公共下水道事業会計では、集落が分散し、かっ傾斜地であるという地理的な条件により嵩む固定経費と
人口減な
どに伴う料金収入の減少などから同様に資金不足が生じた。
を先送りしてきたことにより実質的な赤字は膨大な額となった。平成18年度に
は観光事業会計や病院事業会計などを廃止し、累積債務の清算などを行った結  果、実質収支赤字は約353億円とな

				※財政再生計画では、実質赤字の解消（再生振替特例債の償還完了）とともに、連結実質赤字比率、
実質公債費比率、将来負担比率を早期健全化基準未満とすることが必要。

				夕張市の人口や経済の現状
夕張市の人口（住民基本台帳人口ベース）は、平成 18 年 3 月 31 日には 13,268
人だったが、平成 27 年 1 月 1 日には 9,409 人と、約 9 年間で約 30%の大幅な人口減少が起こっており、全国、北海道や近隣自治体と比べても、その減少度合いは明らかに大きい。（図 
3）。また、世帯数をみても約 25%減と、全国、北海道や近隣自治体の減少度合いに比べて大きい（図 4）。
年齢階層別人口を見てみると、65 歳以上人口が全体の 47.72%を占めており、超高齢化の状況となっているおり、全国、北海道や近隣自治体と比べても、少子高齢化の進み具合は深刻となっている（図 5、図 
6）。
平成 18 年度から平成 26 年度の人口動態（社会増減）を見てみると 20 代及び
30 代の人口流出が顕著となっている（図 7）。
なお、平成 27 年に行われた国勢調査速報値によると、平成 22 年の 10,922 人から 2,077 人減の 8,845 人となっており、5 年間で 
19%の減少となっている。これは、北海道内の市町村で一番高い減少率であり、全国でも減少率が最も高い団体の 1 つである。

				再生のための本委員会からの提言
以上の基本的認識を踏まえ、本委員会として、夕張市は地方創生実現のため
の財政再生計画の再計算（収支計画の全面改定）を通じて、財政再建と地域再
生の調和に向けて新たな段階に移行することを求める。

				①  住民サービス・住民負担について
財政の再建下にあっても、必要な住民サービスの提供は行うことを原則とし
て、人口減少を抑制する必要から住民から要望の強い子育て支援サービスの充  実は、特に重点的に進めていくべきである。これまでも、妊婦健診の公費負担 
などの代表的なサービスについては近隣の自治体とほぼ遜色のない水準であ   
ったが、一時預かり保育などの補助的なサービスの提供は不十分であり、認定こども園などの幼保一体の取組みは進んでおらず、幼稚園の教諭や保育士の人  
材確保のための処遇改善は不十分である。子どもたちが遊ぶことができる施設の整備や児童公園の遊具の更新などは住民からの要望が強く、それを優先的に  
改善することで、財政の再建下にあっても財政再建だけを優先するわけではないことを住民が実感できるようにすべきである。また、これとは別に現在すでに取組みが始まっている市内高校の魅力化等の取組みを通じて、学
校教育の充  実にも力を注ぐべきである。
あわせて、過重な住民負担については、住民負担の実態とその財政再建効果   を十分見極めたうえで、定住・移住促進への悪影響等を勘案し、超過税率の解
消を早期に実施すべきである。

				②  公共施設等の整備について
現在、国が進めている公共施設等の総合管理の考え方に沿って、老朽化対策
と施設面積のダウンサイジングを図りながら、公共施設の整備を計画的に進めていくべきである。市が構想してきたように、清水沢地区を中心としたコンパクトシティの実現を図ることを青写真として、文化・芸術・社会教
育・子育て等の拠点となる複合施設を整備し、診療所の建設整備、市役所の移転などの計
画を進めることとする。また、市営住宅については、面積のダウンサイジング
を図りながら、建て替え更新を段階的に進めることとする。また清水沢地区に
限らず、市民が安心して暮らせるように十分留意する。それらの建設計画を財政再生計画期間にどこまで実施するかを財政再生計画の収支再計算において
検討し、取組みを前進させるべきである。
③   地方創生にかかる政策展開について
市民の多くは、市の将来の夢をつなぐ政策が展開されることを希望している。
定住・移住促進、産業創出、新エネルギー政策などの政策に特に期待感が強い。それを受けた力強い政策展開が地方創生の推進において必要である。旧産炭地  
ならではの地産地消型の新エネルギー政策の展開や、他国体に引けを取らない  規模で定住・移住促進政策を力強く進めるべきである。定住・移住促進のため 
には住宅環境の改善が必要である。市内には低所得者しか居住できない公営住  
宅はあっても、中・高所得者が居住する賃貸住宅ストックは大きく不足しており、定住・移住者の希望があっても叶えられない現状があり、それを改善すべ  きである。その際には、地方創生の総合戦略に基づく政策展開として、財源と  してふるさと納税（平成 28 年度に創設される企業版を含む）を最大限、有効に活用すべきである。

				④行政執行体制について
上記①～③の政策を進めていくにあたり、その土台となるのが行政執行体制
の整備である。職員の処遇を計画的に改善し、財政再生計画終了後を見据え、派遣職員に頼ることのない体制を確立できるような定員管理や計画的な採用が必要である。そのためには、まず市として職員の適正規模の実現を図って、 定員管理計画を作成することが重要である。大幅な給与カットが長年続いており、中途退職にも歯止めがかからず、人材確保も困難な状況であることから、一般職員の処遇改善を、財政再生計画の再計算を通じて、着実に図っていくべきである。職員給与等について、
現在は全  国の市町村のなかで最低水準とされているが、少なくとも全国の市のなかでの最低水準に設定することに基準を見直すことが適当である。
さらに、研修機会の拡大などを通じた人材育成や再雇用拡大などの人材確保のための施策が必要である。また職員の処遇改善に伴って、非常勤職員や嘱託   
等によって住民サービスの多くが支えられていることに鑑み、そうした働き手の処遇改善の実現が急がれる。
特別職の給与水準については、異常ともいえる低い水準にあり、職務を全うするうえでも人材確保のうえでも著しい障害となることが懸念されることから、市民の意向も踏まえて、市職員の現在の給与水準とのバランスを図
り早期に一定程度まで回復すべきである。議員報酬も、市民の理解を得ながら見直し
ていくべきである。

				⑤財政再生計画の運用について
上記①～③の政策を機動的に推進していくためには、財政再生計画の運用面
での改善が必要である。財政の再建の段階では、財政再生計画の頻繁な見直しが必要になるが、そのための事務手続きの簡素化は、一層図られるべきである。また、今後の地方創生等の推進の上で、市長の判断で、新しい政
策が機動的に展開できるような市長の裁量権確保のために、財政再生計画の見直しやその運用面での手続きの簡素化等について工夫していくべきである。加えて、現状で  
は、投資的経費の執行等で、後年度の財政負担が生じる事業については、財政再生計画の着実な実行を担保する観点で、その必要な財源を財政再生計画調整   
基金に積み立てることにしているが、今後は廃止を含めた見直しをすべきであ
る。

		野嶋慎二 ノジマシンジ		「自律性に依拠した市街地整備」：まちの自律性が都市の持続可能性を高め、都市を再生する ジリツセイイキョシガイチセイビジリツセイトシジゾクカノウセイタカトシサイセイ

		福井大学 フクイダイガク		自律性とは＝個の発意と公民の街づくりが連動するプロセス ジリツセイコハツイコウミンマチレンドウ

				自律性を生み出す3つの要素＝個の発意と取組み+まちづくり事業+市民組織と体制 ジリツセイウダヨウソコハツイトリクジギョウシミンソシキタイセイ

				＊行政は都市計画、インフラ整備、公共施設整備等を実施するが、きめ細かいまちづくりには手が回らない。行政頼りの街づくりは進まない。（高藤） ギョウセイトシケイカクセイビコウキョウシセツセイビトウジッシコマテマワギョウセイタヨマチススタカフジ

				伝統工芸産業の特徴：職住近接、親子近接、⇒居住立地が地域のつながりを生む デントウコウゲイサンギョウトクチョウショクジュウキンセツオヤコキンセツキョジュウリッチチイキウ

				ものづくりの世界；生産の場⇒対面して顧客と接触する場：訪れる場に変化、情報発信の効果 セカイセイサンバタイメンコキャクセッショクバオトズバヘンカジョウホウハッシンコウカ

				⇒行政の事業、市民組織の取組みと連動するとまちが再生 ギョウセイジギョウシミンソシキトリクレンドウサイセイ

				芸術家やデザイナーの貢献＝情報発信や交流 ゲイジュツカコウケンジョウホウハッシンコウリュウ

				衰退する中心市街地が若年経営者のインキュベーター機能・地区を提供 スイタイチュウシンシガイチジャクネンケイエイシャキノウチクテイキョウ

				⇒生活文化を発信しながら住む＝まちなか生活スタイル セイカツブンカハッシンスセイカツ

				市街地の観光化、産地の景観保全：愛知県常滑市 シガイチカンコウカサンチケイカンホゼンアイチケントコナメシ

				個の発意と公の市街地整備：長浜市 コハツイコウシガイチセイビナガハマシ

				市民活動と公の市街地整備：近江八幡市 シミンカツドウコウシガイチセイビオウミハチマンシ

		増田寛也 マスダカンヤ		◆地域が活きる6モデル チイキイ

		地方消滅 チホウショウメツ		①産業誘致型：工場や大規模商業施設などを誘致することにより財政基盤の安定化と住環境整備により人口流入を図る。 サンギョウユウチガタコウジョウダイキボショウギョウシセツユウチザイセイキバンアンテイカジュウカンキョウセイビジンコウリュウニュウハカ

				②ベッドタウン型：大都市や千穂王中核都市の金庫王に位置することを活かして縦貫k表整備を重点的に進め、定住人口を増加させる ガタダイトシチホオウチュウカクトシキンコオウイチイジュウカンヒョウセイビジュウテンテキスステイジュウジンコウゾウカ

				③学園都市型：大学や高等専門学校、公設・私設研究機関を集積させて寂円人口の継続的流入を実現し地域経済を持続させる。 ガクエントシガタダイガクコウトウセンモンガッコウコウセツシセツケンキュウキカンシュウセキジャクエンジンコウケイゾクテキリュウニュウジツゲンチイキケイザイジゾク

				④コンパクトシティ型：将来の人口減少を見据えて、街の機能を中心地に集約することで、地域経済圏の効率化等を目指す。 ガタショウライジンコウゲンショウミスマチキノウチュウシンチシュウヤクチイキケイザイケンコウリツカトウメザ

				⑤公共財主導型：国家プロジェクト規模の大規模施設の立地を契機として、地域の在り方を変え財政基盤を安定化させることで人口減少を防ぐ。 コウキョウザイシュドウガタコッカキボダイキボシセツリッチケイキチイキアカタカザイセイキバンアンテイカジンコウゲンショウフセ

				⑥産業開発型（自立型）：地域の特徴ある資源を生かした産業振興を実現し、紅葉の拡大や住民の定着を実現する サンギョウカイハツガタジリツガタチイキトクチョウシゲンイサンギョウシンコウジツゲンコウヨウカクダイジュウミンテイチャクジツゲン

		シティブランディングランキング		ランキングに当たっては、「安心・安全」「快適な暮らし」「生活の利便性」「生活インフラ」「医療・介護」「子育て」「自治体の運」「街の活力」の8分野、合計32の評価項目について調査・集計し、現在の居住者と直近5年以内の居住者による回答者の合計が20人以上となる325市区のデータを基に作成した

				総合ランキングのTOP10を見てみると、同率1位となったのが、守谷市、武蔵野市、大野城市の3市。TOP10にはそのほかに、関東から文京区と千代田区、浦安市、国立市がランクインした。中部エリアからは長久手市が、1位グループに次ぐ4位に付けた。さらに、九州・沖縄エリアからは浦添市と福岡市の2市が9位と10位にランクイン

				●守谷市（茨城県）の8分野32評価項目のスコア モリヤシイバラキケンブンヤヒョウカコウモク

		評価項目 ヒョウカコウモク

		人口増減率ランキング2017		このランキングは「人口増減数」ではなく「増減率」を基に順位づけしている。人口が増えている比較的規模の小さい自治体を見える化する狙いだ。結果として、全国TOP50には、人口605人の知夫村（島根県）や同719人の十島村（鹿児島県）など、人口1万人未満の7団体がランクインした。16年調査や15年調査に続いて、3年連続でTOP50に入ったのは17団体だった。

				3年連続で50位以内に入った団体（17団体）

				ニセコ町（北海道）／ 戸田市（埼玉県）／ 流山市（千葉県）／ 千代田区（東京都）／ 中央区（東京都）／ 川崎市中原区（神奈川県）／ 長久手市（愛知県）／ 大阪市西区（大阪府）／ 大阪市天王寺区（大阪府）／ 大阪市浪速区（大阪府）／ 大阪市北区（大阪府）／ 大阪市中央区（大阪府）／ 福岡市博多区（福岡県）／ 福津市（福岡県）／ 新宮町（福岡県）／ 十島村（鹿児島県）／ 中城村（沖縄県）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（増減数順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（256）		与那国町（沖縄県）		1,704		14.36		214		-1		215

		2（332）		赤井川村（北海道）		1,228		6.78		78		-5		83

		3（361）		十島村（鹿児島県）		719		5.12		35		0		35

		4（2）		中央区（東京都）		149,640		4.65		6,645		1,223		5,422

		5（27）		大阪市西区（大阪府）		94,335		3.35		3,062		682		2,380

		6（372）		座間味村（沖縄県）		938		3.08		28		6		22

		7（171）		中城村（沖縄県）		20,280		2.81		555		121		434

		8（250）		久山町（福岡県）		8,597		2.71		227		-28		255

		9（123）		新宮町（福岡県）		31,950		2.6		811		216		595

		10（197）		倶知安町（北海道）		16,469		2.55		409		-19		428

		11（11）		流山市（千葉県）		180,637		2.49		4,389		552		3,837

		12（68）		福津市（福岡県）		61,698		2.38		1,435		36		1,399

		13（44）		印西市（千葉県）		97,263		2.34		2,223		56		2,167

		14（393）		知夫村（島根県）		605		2.2		13		-8		21

		15（5）		港区（東京都）		249,242		2.16		5,265		1,746		3,519

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（5万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（1）		与那国町（沖縄県）		1,704		14.36		214		-1		215

		2（2）		赤井川村（北海道）		1,228		6.78		78		-5		83

		3（3）		十島村（鹿児島県）		719		5.12		35		0		35

		4（6）		座間味村（沖縄県）		938		3.08		28		6		22

		5（7）		中城村（沖縄県）		20,280		2.81		555		121		434

		6（8）		久山町（福岡県）		8,597		2.71		227		-28		255

		7（9）		新宮町（福岡県）		31,950		2.6		811		216		595

		8（10）		倶知安町（北海道）		16,469		2.55		409		-19		428

		9（14）		知夫村（島根県）		605		2.2		13		-8		21

		10（24）		苅田町（福岡県）		36,939		1.74		632		52		580

		11（25）		幸田町（愛知県）		40,545		1.74		693		144		549

		12（27）		南風原町（沖縄県）		37,991		1.74		649		369		280

		13（29）		与那原町（沖縄県）		19,229		1.71		323		119		204

		14（30）		ニセコ町（北海道）		5,142		1.7		86		-9		95

		15（35）		開成町（神奈川県）		17,273		1.6		272		6		266

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（5万人以上20万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（4）		中央区（東京都）		149,640		4.65		6,645		1,223		5,422

		2（5）		大阪市西区（大阪府）		94,335		3.35		3,062		682		2,380

		3（11）		流山市（千葉県）		180,637		2.49		4,389		552		3,837

		4（12）		福津市（福岡県）		61,698		2.38		1,435		36		1,399

		5（13）		印西市（千葉県）		97,263		2.34		2,223		56		2,167

		6（16）		大阪市中央区（大阪府）		96,902		2.11		2,001		429		1,572

		7（17）		名古屋市中区（愛知県）		82,345		2.09		1,687		61		1,626

		8（18）		千代田区（東京都）		59,788		2.07		1,212		209		1,003

		9（19）		神戸市中央区（兵庫県）		133,258		1.99		2,599		-102		2,701

		10（21）		稲城市（東京都）		89,089		1.86		1,628		217		1,411

		11（22）		大阪市北区（大阪府）		120,068		1.85		2,182		393		1,789

		12（23）		習志野市（千葉県）		171,861		1.79		3,023		281		2,742

		13（28）		大阪市天王寺区（大阪府）		74,868		1.71		1,258		200		1,058

		14（31）		合志市（熊本県）		60,701		1.67		999		184		815

		15（32）		志木市（埼玉県）		75,421		1.67		1,238		61		1,177

		人口増減率ランキング2017　人口規模別TOP20（20万人以上50万人未満）

		順位		市区町村（都道府県）		人口		増減率		増減数		自然		社会

		（全国順位）				（2017住基）						増減数		増減数

		1（15）		港区（東京都）		249,242		2.16		5,265		1,746		3,519

		2（20）		福岡市博多区（福岡県）		223,353		1.93		4,219		841		3,378

		3（26）		文京区（東京都）		213,969		1.74		3,657		560		3,097

		4（41）		調布市（東京都）		229,886		1.53		3,473		336		3,137

		5（43）		つくば市（茨城県）		227,127		1.51		3,372		590		2,782

		6（47）		川崎市中原区（神奈川県）		247,320		1.46		3,552		1,611		1,941

		7（48）		福岡市東区（福岡県）		304,976		1.43		4,314		826		3,488

		8（55）		墨田区（東京都）		265,238		1.34		3,515		51		3,464

		9（60）		豊島区（東京都）		284,307		1.31		3,668		-179		3,847

		10（66）		新宿区（東京都）		338,488		1.29		4,295		118		4,177

		11（71）		川崎市川崎区（神奈川県）		228,589		1.23		2,782		-234		3,016

		12（72）		品川区（東京都）		382,761		1.23		4,638		831		3,807

		13（78）		中野区（東京都）		325,460		1.16		3,726		127		3,599

		14（80）		北区（東京都）		345,149		1.14		3,897		-495		4,392

		15（87）		渋谷区（東京都）		222,278		1.08		2,380		562		1,818

		全国自治体・視察件数ランキング2017

				最も多くの視察を受け入れたのは岩手県紫波町の「オガールプロジェクト」。視察件数は270件と、2位以下を大きく引き離して断トツだった。事業開始は2007年4月であり、まる10年を経た2017年4月にグランドオープンの催しを開いたところだ。ほとんど利用されていなかったJR紫波中央駅前の町有地10.7ヘクタールに、役場の新庁舎、官民複合施設、サッカー場、体育館、図書館、宿泊施設、保育園、住宅地などを、PFI、代理人方式、定期借地など多様なPPP（公民連携）手法を駆使して整備したのが特徴である。

				同町の人口は約3万2000人であり、総合ランキング上位30位の中では少ないほうから2番目。小規模な自治体であっても、民間とうまく協業することで都市整備という大型プロジェクトを運営できることが、多数の自治体の関心を呼んでいる

				2位に入ったのは、熊本市の中心部にある特別史跡の「熊本城公園」。2016年4月に最大震度7（熊本市内は最大震度6強）の熊本地震が発生し、総面積98万平方メートルの公園敷地内にある天守や櫓（やぐら）、石垣など、国指定重要文化財などに大きな被害が出た。被災状況の把握を含め、防災・減災・復興、非常時対応などの目的で視察が集中した。

				自然災害による被災・復興状況の視察は、ほかにも2011年3月の東日本大震災の大津波で甚大な被害を受けた宮城県石巻市（12位）、1995年1月の阪神・淡路大震災の断層断面を保存した兵庫県淡路市の「北淡震災記念公園」（17位）、2017年9月の関東・東北豪雨による鬼怒川堤防決壊に伴う洪水被害が発生した茨城県常総市（20位）も、それぞれ50件前後の視察を受け入れた。

				被害が発生しやすい地区を抱える自治体にとって、住民の生命・財産を守るための防災対策および災害に強いまちづくり、さらに減災のための避難誘導や自主防災組織との連携のあり方、発災時の避難所運営、小中学校の再開方法などが視察の関心事となっている。

		順位		名称		自治体名		視察件数				ランキング		市区町村				人 口

		1		オガールプロジェクト		紫波町（岩手県）		270				1		神奈川県		横浜市		3,733,234

		2		熊本城公園		熊本市		114				2		大阪府		大阪市		2,713,157

		3		みんなの森　ぎふメディアコスモス		岐阜市		94				3		愛知県		名古屋市		2,314,125

		4		コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育		三鷹市（東京都）		90				4		北海道		札幌市		1,963,309

		5		豊島区役所本庁舎		豊島区（東京都）		89				5		福岡県		福岡市		1,567,189

		6		"ふじのくにに住みかえる"静岡県移住相談センター		静岡県		87				6		兵庫県		神戸市		1,532,153

		6		「サテライトオフィスプロジェクト」における「とくしま新未来創造オフィス」		徳島県		87				7		神奈川県		川崎市		1,503,690

		8		日本一の子育て村構想		邑南町（島根県）		81				8		京都府		京都市		1,472,027

		9		長浜市役所（新庁舎）		長浜市（滋賀県）		69				9		埼玉県		さいたま市		1,286,082

		10		低炭素社会の実現に向けたまちづくり（とよたエコフルタウン）		豊田市（愛知県）		60				10		広島県		広島市		1,198,555

		10		鳴門市営モーターボート競走事業（ボートレース鳴門）		鳴門市（徳島県）		60				11		宮城県		仙台市		1,086,377

		12		東日本大震災の被害状況と復興への取り組み		石巻市（宮城県）		56				12		千葉県		千葉市		975,140

		12		コンパクトなまちづくり		富山市		56				13		福岡県		北九州市		950,646

		14		大和市文化創造拠点シリウス		大和市（神奈川県）		55				14		東京都		世田谷区		921,120

		14		星ヶ台保育園		多治見市（岐阜県）		55				15		大阪府		堺市		834,267

		14		認知症ケアコミュニティ推進事業		大牟田市（福岡県）		55				16		新潟県		新潟市		804,152

		17		子どもの貧困対策		足立区（東京都）		50				17		静岡県		浜松市		796,114

		17		北淡震災記念公園		淡路市（兵庫県）		50				18		熊本県		熊本市		739,858

		19		商店街再生事業		日南市（宮崎県）		48				19		東京都		練馬区		731,082

		20		平成27年9月関東・東北豪雨による視察研修		常総市（茨城県）		47				20		東京都		大田区		728,349

		21		介護予防・日常生活支援総合事業		大東市（大阪府）		45

		22		横須賀市エンディングプラン・サポート事業		横須賀市（神奈川県）		44

		23		会津若松市議会		会津若松市（福島県）		43

		23		富岡製糸場		富岡市（群馬県）		43

		23		富山型デイサービス		富山市		43						人口区分 ジンコウクブン		自治体数 ジチタイスウ

														～100万人 マンニン		11

														～50万人 マンニン		24

														～30万人 マンニン		49

														～10万人 マンニン		199

														～5万人 マンニン		254

														～3万人 マンニン		237

														～1万人 マンニン		447

														～0.5万人 マンニン		242

														0.5万人未満 マンニンミマン		271

																計　1734 ケイ
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3-1 自治体視察件数ランキング（日経BP）

順位 名称 自治体名 視察件数

1 オガールプロジェクト 紫波町（岩手県） 270
2 熊本城公園 熊本市 114
3 みんなの森 ぎふメディアコスモス 岐阜市 94
4 コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育 三鷹市（東京都） 90
5 豊島区役所本庁舎 豊島区（東京都） 89
6 "ふじのくにに住みかえる"静岡県移住相談センター 静岡県 87
6 「サテライトオフィスプロジェクト」における「とくしま新未来創造オフィス」 徳島県 87
8 日本一の子育て村構想 邑南町（島根県） 81
9 長浜市役所（新庁舎） 長浜市（滋賀県） 69

10 低炭素社会の実現に向けたまちづくり（とよたエコフルタウン） 豊田市（愛知県） 60
10 鳴門市営モーターボート競走事業（ボートレース鳴門） 鳴門市（徳島県） 60
12 東日本大震災の被害状況と復興への取り組み 石巻市（宮城県） 56
12 コンパクトなまちづくり 富山市 56
14 大和市文化創造拠点シリウス 大和市（神奈川県） 55
14 星ヶ台保育園 多治見市（岐阜県） 55
14 認知症ケアコミュニティ推進事業 大牟田市（福岡県） 55
17 子どもの貧困対策 足立区（東京都） 50
17 北淡震災記念公園 淡路市（兵庫県） 50
19 商店街再生事業 日南市（宮崎県） 48
20 平成27年9月関東・東北豪雨による視察研修 常総市（茨城県） 47

最も多くの視察を受け入れたのは岩手県紫波町の「オガールプロジェクト」。利用されていなかったJR紫波中央駅前の
町有地10.7ヘクタールに、役場の新庁舎、官民複合施設、サッカー場、体育館、図書館、宿泊施設、保育園、住
宅地などを、PFI、代理人方式、定期借地など多様なPPP（公民連携）手法を駆使して整備したのが特徴である。
同町の人口は約3万2000人であり、小規模な自治体であっても、民間とうまく協業することで都市整備という大型プ
ロジェクトを運営できることが、多数の自治体の関心を呼んでいる。⇒TOP 10は幅広い施策が視察対象
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地域活性化



3-1 都市経営：地域が活きる【6つのモデル】

①産業誘致型：
工場や大規模商業施設などを誘致することにより財政基盤の安定化と住環境整備
により人口流入を図る。（石川県川北町ほか）

②ベッドタウン型：
大都市や地方中核都市の近郊に位置することを活かして住環境整備を重点的に進め、
定住人口を増加させる。（福岡県粕屋町ほか）

③学園都市型：
大学や高等専門学校、公設・私設研究機関を集積させて寂円人口の継続的流入を
実現し地域経済を持続させる。（愛知県日進市ほか）

④コンパクトシティ型：
将来の人口減少を見据えて、街の機能を中心地に集約することで、地域経済圏の効
率化等を目指す。（香川県高松市丸亀町ほか）

⑤公共財主導型：
国家プロジェクト規模の大規模施設の立地を契機として、地域の在り方を変え財政
基盤を安定化させることで人口減少を防ぐ。（大阪府田尻町ー関西国司空港）

⑥産業開発型（自立型）：
地域の特徴ある資源を生かした産業振興を実現し、雇用の拡大や住民の定着を実
現する。（秋田県大潟村ほか）

◆地域が活きる【6つのモデル】 (「地方消滅」中公新書・増田寛也氏）

2018/3/26 戦略企画研究部会FM FORUM 2018 JFMA FM

60



3-2 持続可能性と公共FM戦略
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持続可能性
項目 南三陸町 夕張市 会津若松市

地域経済基盤
・水産＆加工業復興
・新経済（林業と環境対
応：再生可能エネ等）
・観光協会活動

・商業等は減少、工業・農
業は横ばい
・新経済として観光可能性
（立地性）

・新経済：ICTとデータ活
用を総合的に推進
・公民学ほか連携協議会
・会津大学の専門家育成

暮らし易さ
・津波対策の高台移転：職
住の分離
・まちなか再生計画と交通アク
セス

・税負担と公共サービスの
低下
・地域への愛着と誇り

・地域の社会・生活・医
療・産業等にICT活用
‐住民の安心安全便利

環境・資源
・環境循環都市と環境認証
取得
・木造新役場庁舎

・北海道の大自然
・山 川 湖
・スキー場

・豊かな自然と歴史文化
・銘酒と温泉

住民意識・活動
・復興計画に住民参加
・まちづくり会社設立
・まちの再生に積極的

・22集落に分散
・部外の支援者を交えた
「再生の会」活動

・スマートシティ推進に参画

人口動態
（人口規模）

・人口：1.4万人
・今後の人口動態に注目

・人口：1.0万人
・毎年200－250人流出
・流出の歯止め？

・人口：12万人
・社会減の抑制：会津大
学卒業生の地域内就職



3-2 持続可能性と公共FM戦略

• 南三陸町、夕張市、会津若松市について、「地域の持続可能性」の視点から事例研究
⇒会津若松市は、ICT産業集積－人財育成・供給－地域社会での活用など総合的な活
動を展開していること、人口減少は継続しつつも抑制の効果が期待できること、公民連携の
プラットフォームが形成されていることなど「地域の特色」を明確に持続可能性を維持。
⇒南三陸町は、復興計画（都市計画）と住居の高台移転・職住分離・まちなか再生計
画（まちづくり）と地域総合戦略の整合性を図ることが今後の課題。
⇒夕張市は、町長のリーダーシップと住民主体の再生活動を実行できるかがキーポイント。

• 「まちづくり」「エリアマネジメント」は小さな地区を対象とした住民主体の活動が本質である。
特定エリアの地域価値を向上させるが、地域価値はエリア外の人間にもオープンに提供され
、地域全体の「アメニティ」向上につながる。
⇒特に、公共施設（都市施設）や公有物を活用したエリアマネジメントは行政による公共
FMを超えた豊かなFMサービスを実現する。

• 「まちの再生や持続可能性」を継続するメカニズムとして「自律性」が機能することを野嶋論
文が明らかにした。自律性＝個の発意×市民組織と実施体制×まちづくり事業（ソフト・ハ
ード：公共事業含む）

• 新たな都市計画の実現：人口減少等の時代状況変化は都市構造の改変を必要とする。
⇒都市をコンパクト化して医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を都市の中心拠点
や生活拠点に集約する際、拠点へのアクセスや拠点間のアクセスを確保するなど、公共交通
の維持・充実について一体的に検討する必要がある。
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3-2 公共FM戦略の役割

• 今後の研究テーマ（案）
①持続可能性の視点からの事例研究と評価項目の検討
②都市計画と拠点計画の整合性：立地適正化計画と公共施設等再配置計画
③まちづくりにおける公共FM戦略・PRE事例の研究（ハード＆ソフト）

住民主体：市民組織＋個の発意

地域活性化プラットフォーム（仮称）：新たな都市・まちづくりへの合意形成の場
都市計画（コンパクトシティ）
・立地適正化計画
・地域公共交通網形成計画

地区計画
・居住誘導区域
・都市機能誘導区域
・エリアマネジメント区域

拠点計画
・公共施設等再配置計画

公共FM戦略によるサポート
・ハード（PRE＆インフラ）提供
・ソフト（運営管理支援）

民間企業等
・ビジネス展開

地域資源＆地域価値
・地域環境
・地域のアセット
・歴史文化等
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ご清聴ありがとうございました！
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